
◆ユキマサ君が行く
芸術の薫りゆたかな
和菓子のまち筑西市

◆こんにちは！行政書士です
◆ �戸籍に氏名の「フリガナ」が記載されます
（令和7年5月26日施行予定）
◆ �フリーランスを守る新法が令和6年11月に施行
◆茨城県行政書士会の取り組み
◆県内各地で無料相談会を開催
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頼れる街の法律家
行政書士は、幅広い業務を通じ、国民と行政とのきずなとして、国民の生
活向上と社会の繁栄進歩に貢献することを使命としています。（日本行政
書士会連合会　行政書士倫理綱領より）

　行政書士は、他人の依頼を受け報酬を得て、官公署に提出する電磁的記録や
書類の作成、手続代理、その他書類作成の相談に応じること、或いは、契約書
や事実証明に関する書類の作成およびその作成の代理を行ないます。

　行政書士には行政書士試験合格者、行政事務経験者、他の国家試験合格者な
ど様々な経歴、専門知識を持つ人達がおります。令和６年９月末日現在、全国
で会員登録者数は52,796名となっており、茨城県行政書士会には、1,207名が
会員登録しています。

　行政書士が行なうことのできる業務範囲は、説明することが不可能に近いほ
ど広範囲に及びます。申請書類や契約書等の作成にあたっては、市販の例文集
やひな形を参考に比較的容易に自分で書類を作成するという方法もあります。
そうした中で、行政書士はやさしい言葉でわかり易い相談、実体法の法律要件
の知識をベースに過去の事例研究や要件事実に配慮し、意思表示の内容を明確
に示した書類の作成に努めています。
　一枚の書類が信頼と安心の明日を約束します。

　平成26年６月13日に行政不服審査法が改正されました。これに対応して、
平成26年12月27日に施行された改正行政書士法では、日本行政書士会連合会
が実施する研修を修了した特定行政書士は、行政書士が作成した官公署に提出
する書類に係る許認可等に関する審査請求、異議申立、再審査請求等の行政不
服申立手続き代理および書類の作成を業とすることができます。

行政書士は、法律事務を行うことが認められていますが、他の法律において制限されているものについては、
業務を行うことができません。
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事業許可や免許の
申請に関すること

●　建設業許可申請
●　宅建業免許申請
●　産業廃棄物処理業許可申請
●　介護保険施設開設許可申請
●　自動車運送業許可申請
●　倉庫業の許可申請
●　飲食店営業許可申請
●　風俗営業許可申請
●　入札参加資格審査申請

経営実務や経営相談
に関すること

●　株式会社等法人設立関係書類作成
●　会計記帳、事業計画書類の作成
●　各種議事録、社内規定の作成
●　各種契約書、協議書、
　合意書の起案・作成
●　資金調達支援（公的補助金・融資等）
●　雇用、賃金について相談
●　経営コンサルティング
●　経営革新計画書作成

その業務範囲は広く、日々の生活からお仕事まで、
皆さまのそばに寄り添っています。

くらしの相談、トラブル防止
に関すること

●　遺言書・遺産分割協議書・相続
●　内容証明郵便の作成
●　クーリングオフ手続き
●　自動車登録・車庫証明申請
●　自賠責保険の請求手続き
●　著作権・著作物の登録
●　任意成年後見契約手続き
●　在留許可申請、帰化許可申請
●　外国人招聘（雇用等）手続き
●　行政不服申立手続き

住宅、不動産
に関すること

●　不動産賃貸借契約書
●　不動産売買契約書
●　建築請負契約書
●　農地転用許可申請
●　開発行為許可申請
●　道路占用・使用許可申請
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戸籍に氏名の「フリガナ」が
記載されるようになります

戸籍の記載事項に氏名に加えて、
新たにその振り仮名が追加されることになりました

◆行政のデジタル化の推進のための基盤整備
　行政機関等が保有する氏名の情報には、様々な字体や外字が使用されている場合があり、デー
タベース化の作業が複雑で、特定の者の検索に時間を要しておりましたが、氏名の振り仮名が戸
籍上一意に特定されることで、データベース上の検索等の処理が容易になり、誤りを防ぐことが
できるようになります。

◆本人確認資料としての利用
　氏名の振り仮名が戸籍に記載されることにより、住民票の写しやマイナンバーカードにも記載
できるようになり、本人確認資料として用いることができるようになるほか、正確に氏名を呼称
することが可能な場面が多くなります。

◆各種規制の潜脱防止
　金融機関等において氏名の振り仮名が本人確認のために利用されている場合があるところ、複
数の振り仮名を使用して別人を装い、各種規制を潜脱しようとするケースがありましたが、氏名
の振り仮名が戸籍上一意に特定されることで、このような規制の潜脱行為を防止することができ
ます。

　戸籍に記載する氏名の振り仮名については、「氏名として用いられる文字の読み方として一般に
認められているもの」に限られることとされていますが、既に戸籍に記載されている者がこうした
一般の読み方以外の読み方を現に使用している場合には、これを尊重し、氏名の振り仮名に代えて
当該一般の読み方以外の読み方を示す文字を届け出ることができることとし、一定の場合に氏名の
振り仮名とみなす扱いとすることとしており、一般の読み方以外の氏の読み方又は名の読み方を示
す文字を届け出る場合には、当該読み方が通用していることを証する書面を提出しなければなりま
せん。

　この一般の読み方以外の氏の読み方又は名の読み方が通用していることを証する書面としては、
旅券（パスポート）や預貯金通帳等が想定されます。

戸籍に氏名の振り仮名が記載されるメリット

戸籍に記載する氏名の振り仮名について

7 戸籍に氏名の「フリガナ」が記載されます。



①改正法の施行日（令和７年５月 26日を予定）後１年以内に限り、氏名の振り仮名の届出をする
ことができます。この届出が受理されれば、届け出た氏名の振り仮名が戸籍に記載されることと
なります。

②本籍地の市町村長による氏名の振り仮名の記載
（ア）　本籍地の市町村長からの通知
　本籍地の市町村長が戸籍に氏名の振り仮名を記載する前提として、戸籍に記載される予定の
氏名（住民票において市町村が事務処理の用に供するため便宜上保有する情報等を参考）の振
り仮名等を通知することとしています。（①に日以降）

（イ）　①の届出がなかった場合には、本籍地の市町村長が管轄法務局長等の許可を得て、改正
法の施行日（令和７年５月 26日を予定）から１年を経過した日に、（ア）で通知した氏名の
振り仮名が戸籍に記載されます。

※制度開始後に出生や帰化等により、初めて戸籍に記載される者については、下記の手続によらず、
出生届や帰化届等の届出時に併せてその振り仮名を届け出ることとなります。

＜届出をすることができる者＞
　氏名の振り仮名の届出については、氏の振り仮名の届出と名の振り仮名の届出を行う必要があ
り、それぞれ届出をすることができる者が異なります。
◆氏の振り仮名の届出の届出人・・・原則として戸籍の筆頭者が単独
※筆頭者が除籍されている場合は、その配偶者、その配偶者も除籍されている場合は、その子が
届出人となります。

◆名の振り仮名の届出の届出人・・・既に戸籍に記載されている者

＜届出先＞
　届出をする者の本籍地又は所在地の市町村に行うこととなりますが、窓口への出頭及び郵送に
よる方法も可能です。また、マイナポータルを利用する方法についても検討されております。

＜振り仮名の変更＞
　氏名の振り仮名について、家庭裁判所の許可を得て届出をすることにより、戸籍に記載された
氏名の振り仮名を変更することができます。
※手続きについての②（イ）の方法で振り仮名が記載された場合には、一度に限り、家庭裁判所の
許可を得ずに変更の届出をすることができます。

※既に戸籍に記載されている方は、氏の仮名表記については戸籍の筆頭者が、名の仮名表記につい
ては各人が、それぞれ施行日（令和７年５月26日を予定）から１年以内に市区町村長に届出をす
ることができますが、この届出は、マイナポータルを利用してオンラインで行うことができます。

手続について

具体的な届出の方法について

戸籍　振り仮名

法務省民事局

制度の詳細はこちらだにゃ !!
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令和６年 11 月１日施行【フリーランス・事業者間取引適正化等法】

フリーランスと取引する全ての
事業者が守らなければいけない法律です。
　「フリーランス・事業者間取引適正化等法」は、個人として業務委託を受けるフリーランス（事業者）
と企業などの発注事業者の間の取引の適正化、フリーランスの就業環境の整備を図ることを目的とし
て制定されました。
①取引の適正化を図るため、発注事業者に対し、フリーランスに業務委託した際の取引条件の明示
等を義務付け、報酬の減額や受領拒否などが禁止になります。

②就業環境の整備を図るため、発注事業者に対し、フリーランスの育児介護等と業務の両立に対す
る配慮やハラスメント行為に係る相談体制の整備等を義務付けています。

　発注事業者が禁止行為や義務に違反した場合には、報告徴収・立入検査、指導・助言、中小企業庁
の措置請求、勧告、命令・公表、罰金・過料が科されます。

対象となる取引の内容
　対象となる ｢業務委託｣ とは、事業者がその事業のために他の事業者に、給付に係る仕様、内容
等を指定して、物品の製造、情報成果物の作成または役務の提供を委託することをいいます。

本法の適用対象には、業種・業界の限定はありません。
発注事業者からフリーランスへ委託する全ての業務が対象となります。

ここがPoint!!

規格、品質、デザインなどを指定して、物品の製造や加工などを委託することをいいます。

物品の製造・加工委託

ソフトウェア、映像コンテンツ、デザインなどの作成を委託することをいいます。
｢情報成果物｣ は、具体的には次のものがあります。

・ゲームソフト、顧客管理システムなどのプログラム
・テレビ番組、映画、アニメーションなど映像や音声などから構成されるもの
・設計図、各種デザイン、漫画など文字、図形、記号などから構成されるもの

情報成果物の作成委託

　運送、コンサルタント、営業、演奏、セラピーなど役務の提供を委託すること
をいいます。この ｢役務｣ には物品を修理することも含まれます。

役務の提供委託

フリーランスが安心して働ける環境を整備したにゃ！
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⚫ 発注事業者の義務の具体的な内容などは、政省令・告示などで定めております。詳細な法律等の内容や最新の情報につい
ては、関係省庁のホームページをご覧ください。

⚫ 項目①～③については、公正取引委員会・中小企業庁、
項目④～⑦については、厚生労働省（都道府県労働局）
までお問合せください。

法律の内容
発注事業者が満たす要件に応じてフリーランスに対しての義務の内容が異なります。

公正取引委員会 中小企業庁 厚生労働省

発注事業者 フリーランス

• 業務委託の相手方である事業者
• 従業員を使用していない

◼ フリーランスに業務委託をする事業者
◼ 従業員を使用していない
※フリーランスに業務委託するフリーランスも含まれます。

◼ フリーランスに業務委託をする事業者
◼ 従業員を使用している

◼ フリーランスに業務委託をする事業者
◼ 従業員を使用している
◼ 一定の期間以上行う業務委託である
※「一定の期間」は、③は１か月、⑤⑦は６か月です。
契約の更新により「一定の期間」以上継続して行う
こととなる業務委託も含みます。

①、②、④、⑥

①、②、③、④、
⑤、⑥、⑦

義務項目

義 務 項 目 具 体 的 な 内 容

① 書面等による取引条件
の明示

業務委託をした場合、書面等により、直ちに、次の取引条件を明示すること

「業務の内容」「報酬の額」「支払期日」「発注事業者・フリーランスの名称」「業務委託をし
た日」「給付を受領／役務提供を受ける日」「給付を受領／役務提供を受ける場所」「（検査を
行う場合）検査完了日」「（現金以外の方法で支払う場合）報酬の支払方法に関する必要事項」

② 報酬支払期日の設定・
期日内の支払

発注した物品等を受け取った日から数えて 日以内のできる限り早い日に報酬支払期
日を設定し、期日内に報酬を支払うこと

③ 禁止行為

フリーランスに対し、１か月以上の業務委託をした場合、次の７つの行為をしてはな
らないこと

●受領拒否 ●報酬の減額 ●返品 ●買いたたき ●購入・利用強制
●不当な経済上の利益の提供要請 ●不当な給付内容の変更・やり直し

④ 募集情報の的確表示
広告などにフリーランスの募集に関する情報を掲載する際に、
• 虚偽の表示や誤解を与える表示をしてはならないこと
• 内容を正確かつ最新のものに保たなければならないこと

⑤ 育児介護等と業務の
両立に対する配慮

６か月以上の業務委託について、フリーランスが育児や介護などと業務を両立できる
よう、フリーランスの申出に応じて必要な配慮をしなければならないこと

（例）
・「子の急病により予定していた作業時間の確保が難しくなったため、納期を短期間繰り下げた
い」との申出に対し、納期を変更すること

・「介護のために特定の曜日についてはオンラインで就業したい」との申出に対し、一部業務を
オンラインに切り替えられるよう調整すること など

※やむを得ず必要な配慮を行うことができない場合には、配慮を行うことができない理由につい
て説明することが必要。

⑥ ハラスメント対策に
係る体制整備

フリーランスに対するハラスメント行為に関し、次の措置を講じること

①ハラスメントを行ってはならない旨の方針の明確化、方針の周知・啓発、②相談や苦情に応じ、
適切に対応するために必要な体制の整備、③ハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 など

⑦ 中途解除等の
事前予告・理由開示

６か月以上の業務委託を中途解除したり、更新しないこととしたりする場合は、
・原則として 日前までに予告しなければならないこと
・予告の日から解除日までにフリーランスから理由の開示の請求があった場合には理
由の開示を行わなければならないこと

内閣官房

①

令和６年６月改訂 リーフレット
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　国土農地・建設・運輸交通・環境・保健風営・国際・市
民法務などの専門部会が設置されており、各々の主催によ
り業務に関するスキルアップ研修を実施しております。
　また、職業倫理・災害支援相談員養成などについても多
くの研修を実施し、会員個々の資質向上に努めています。

業務研修会の実施

　毎週木曜日に電話無料相談窓口を設置し、相続・遺言な
どの市民の皆さまのご相談、許認可など事業者の皆さまの
ご相談をお受けしています。
　県内各支部においても、無料相談会やセミナーなど、地
域の皆さまの身近な法律家として活動しています。

無料相談会の開催

　許認可申請書類や法人設立関係書類、事業計画書、社内
規程などをはじめとして、様々な書類作成を支援いたしま
す。さらに資金調達支援や事業承継など、中小企業を取り
巻く社会環境・経営課題に対応し、事業の継続・経営の安
定と強化に寄与してまいります。

中小企業支援

　近年、全国の小中学校で、早い段階から遵法精神や法的思
考を学ぶ「法教育」と呼ばれる授業が行われるようになりました。
　本会では、県内の小中学校において「著作権」や「国際化」、
「スマホ（SNSトラブル）」「会社設立」などの身近なテーマで
出前講座を行っています。法に基づく考え方や社会制度の理
解など学校教育に貢献していきます。

法教育の実践

　本会では、大規模災害発生時に市町村と協力して適切な
被災者支援を行うため、「災害時における支援協力に関す
る協定」を県内32市町村と締結しています。また、「茨城
県災害ボランティア」に団体登録しています。今後も不測
の事態に備え、さらに体制強化に努めてまいります。

災害協定

茨城県行政書士会の取り組み
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　茨城県行政書士会のホームページでは、所在地や業務内容などを指定して会員を検索することが
出来ます。
　お電話でも対応いたしますのでお気軽にお問合せください。

支部のご紹介

行政書士を探したい

■支 部 名　
県西支部
■市 町 村　
古河市、結城市、筑西市、
下妻市、常総市、坂東市、
桜川市、結城郡（八千代町）、
猿島郡（五霞町、境町）
■会 員 数　
281名
■支部長事務所所在地　
筑西市二木成1406番地
■連 絡 先　
0296-25-1907

■支 部 名　
県北支部
■市 町 村　
日立市、常陸太田市、高萩市、
北茨城市、常陸大宮市、那珂市、
那珂郡（東海村）、久慈郡（大子町）

■会 員 数　
106名
■支部長事務所所在地　
日立市助川町4丁目11番13号
■連 絡 先　
0294-23-1766

■支 部 名　
水戸支部
■市 町 村　
水戸市、笠間市、ひたちなか市、
小美玉市、東茨城郡（茨城町、
大洗町、城里町）

■会 員 数　
300名
■支部長事務所所在地　
水戸市堀町979番地7
■連 絡 先　
029-303-5812

■支 部 名　
県南支部
■市 町 村　
土浦市、石岡市、龍ケ崎市、取手市、牛久市、
つくば市、守谷市、稲敷市、かすみがうら市、
つくばみらい市、稲敷郡（美浦村、阿見町、河内町）、
北相馬郡（利根町）
■会 員 数　
426名
■支部長事務所所在地　
龍ケ崎市2957番地
■連 絡 先　
0297-86-7270

■支 部 名　
鹿行支部
■市 町 村　
鹿嶋市、潮来市、神栖市、
行方市、鉾田市

■会 員 数　
95名
■支部長事務所所在地　
鹿嶋市鉢形1084番地23
ヨネカワ第1ビルＢ
■連 絡 先　
0299-77-5412

（令和６年10月末現在）

茨城県行政書士会

https:// ibaraki-gyosei.or.jp TEL029-305-3731
検索

12支部のご紹介



市町村名
（50音順） 開催場所 開催日 開催時間 お問い合わせ先

あ 阿 見 町 実穀ふれあいセンター
２階　会議室（要予約）

原則毎月第３または第４日曜日
（12/15・１/19・２/16・３/16）

午後１時30分～
午後４時30分

予約先：担当　池田
090－7216－6219
（平日午前９時～正午に電話受付）

い

石 岡 市 国府地区公民館
小３会議室（要予約）

原則毎月第３土曜日
（12/21・１/18・２/15・３/15） 午後１時～午後４時 予約先：担当　若山

0299－43－0536

稲 敷 市 稲敷市役所
１階　相談室（要予約）

原則毎月第２・４日曜日
（12/８・12/22・１/12・１/26・２/９・２/23・３/９・３/23） 午前10時～正午

稲敷市役所　総務課
029－892－2000
（相談日当日午前８時30分～

午前11時に電話受付）

茨 城 町 茨城町役場
２階　第一会議室等

原則毎月第２水曜日
（12/11・１/８・２/12・３/12） 午後１時～午後４時 茨城町役場　秘書広聴課

029－292－1111

う 牛 久 市 牛久市役所　分庁舎
１階　会議室（要予約）

原則毎月第４土曜日
（12/28・１/25・３/22）

午後１時～午後４時
（30分以内）

予約先：担当　小野寺
080－7855－2121
（平日午前９時～

午後５時に電話受付）

お

大 洗 町 大洗町役場
３階　会議室

原則毎月第３火曜日
（12/17・１/21・２/18・３/18） 午後１時～午後４時 大洗町役場

029－267－5111

小美玉市
小美玉市役所
（旧美野里町役場）
１階ロビー

原則毎月第３火曜日
（12/17・１/21・２/18・３/18） 午後１時～午後４時 小美玉市役所

0299－48－1111

か

鹿 嶋 市 鹿嶋市役所
１階　相談室１

原則毎月第２日曜日
（12/８・２/９・３/９）

午後１時30分～
午後４時

担当　大川
0299－77－5412

笠 間 市 笠間市役所（旧友部町役場）
庁舎内会議室

原則毎月第３水曜日
（12/18・１/15・２/19・３/19） 午後１時～午後４時 笠間市役所

0296－77－1101

河 内 町 河内町農村環境改善センター
１階　農事研究室（要予約）

原則毎月第３土曜日
（12/21・１/18・２/15・３/15） 午前10時～正午

予約先：担当　飯塚
090－8582－5821
（実施日３日前の17：00まで予約可）

き 北茨城市 北茨城市役所
４階　401会議室（要予約）

原則毎月１回
（12/２・１/７・２/７・３/３） 午後１時～午後５時

予約先：北茨城市役所
まちづくり協働課
0293－43－1111

こ 五 霞 町 中央公民館
Ａ研修会議室 ２/15 午前10時～午後１時 五霞町教育委員会

0280－84－1111

さ
境 町 中央公民館

２階　小会議室
原則毎月最終日曜日
（12/22・１/26・２/23・３/30） 午後１時～午後４時 担当　肥後

0280－86－7016

桜 川 市 岩瀬庁舎
１階　フロア 12/17・２/17 午後１時～午後３時 担当　桜川市行政書士連絡会事務局

0296－76－5162

し
常 総 市

水海道庁舎
１階　市民ホール 12/10・１/14

午後１時～午後４時 担当：飯塚　0297－42－5880
地域交流センター（豊田城） ２/11・３/11

城 里 町 城里町役場
２階　会議室

原則毎月第２火曜日
（12/10・１/14・２/12・３/11） 午後１時～午後４時 城里町役場　029－288－3111

た 大 子 町
大子町役場
１階　生活環境課
（要予約・市民に限る）

第１火曜日
（12/３・１/７・３/４）

午後１時～午後４時
（45分以内）

予約先：大子町役場　生活環境課　
0295－76－8802

ち 筑 西 市 筑西市立中央図書館
ボランティア活動室

原則偶数月第３土曜日
（12/21・２/15） 午前10時～午後３時 担当　渡邉　0296－24－6795

つ

つくば市 つくば市役所
３階　302会議室（要予約）

原則毎月第２または第３木曜日
（12/12・１/16・２/13・３/13） 午後１時～午後４時

予約先：担当　野村
090－3291－1215
（平日午前９時～10時に電話受付）

土 浦 市
土浦市役所
３階　相談室
（要予約・市民に限る）

原則毎月第３木曜日
（12/19・１/16・２/20・３/27）

午後１時30分～
午後４時30分
（30分以内）

予約先：土浦市役所　広報広聴課
029－826－1111

と

東 海 村
総合福祉センター　絆
ボランティア室①
（要予約・村民に限る）

原則毎月第２金曜日
（12/13・１/10・２/14・３/14）

午後１時～午後３時
（30分以内）

予約先：東海村社会福祉協議会
029－283－0205

利 根 町 利根町文化センター
（要予約）

原則毎月第３日曜日
※�ただし、令和６年 12月は 12/15 以降も会場の状況等によ
り変更の場合があるため要確認。

　利根町広報誌「広報とね」に掲載。

午後１時30分～
午後４時30分
（30分以内）

予約先：担当　野村
090－1603－7374
（平日午前10時～午後２時電話受付）

令和６年度　支部相談会一覧
※日程は諸事情により変更または中止になる場合があります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                 令和6年10月1日現在
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市町村名
（50音順） 開催場所 開催日 開催時間 お問い合わせ先

な 那 珂 市
那珂市役所
１階　相談室
（要予約・市民に限る）

原則毎月第３水曜日
（12/18・１/15・２/19・３/197）

午後１時30分～
午後４時

（30分以内）

予約先：那珂市役所　市民相談室　
029－298－1111

は 坂 東 市 岩井公民館　会議室
（市民に限る） １/26 午後１時～午後４時 担当　原

0297－35－0481

ひ

日 立 市
日立市役所
２階　市民相談室
（要予約・市民に限る）

原則毎月第２・４水曜日
（12/25・１/８・１/22・２/12・２/26・３/12・３/26）

午後１時～午後４時
（30分以内）

予約先：日立市役所　市民相談室　
0294－22－3111

常 陸
太 田 市

常陸太田市役所　本庁舎
２階　201会議室
（要予約・市民に限る）

原則毎月第３月曜日
（12/16・１/20・２/17・３/17）

午後１時30分～
午後５時

（30分以内）

予約先：担当　大和田
0294－23－1766

ひ た ち
な か 市

ひたちなか市役所　本庁舎
１階　ロビー

原則毎月第１・３・５木曜日
（12/５・12/19・１/16・１/30・２/６・２/20・３/６・３/21）

午後１時～午後４時 ひたちなか市役所
029－273－0111ひたちなか市役所　那珂湊支所

２階　会議室
原則毎月第２・４木曜日
（12/26・１/９・１/23・２/13・２/27・３/13・３/27）

み 水 戸 市

水戸市役所
１階　市民相談室併設相談室

原則毎週木曜日
（�12/５・12/12・12/19・12/26・１/９・１/16・１/23・１/30・
２/６・２/13・２/20・２/27・３/６・３/13・３/21・３/27）

午後１時～午後４時 水戸市役所　市民相談室
029－232－9109

茨城県立図書館
３階　会議室３

原則毎月第２金曜日
（12/13・１/10・２/７・３/７） 午後４時～午後７時

茨城県立図書館
029－221－5569原則毎月第３土曜日

（12/21・１/11・２/15・３/15） 午後１時～午後４時

も 守 谷 市 守谷市立公民館もりりん中央
（旧名称　守谷中央公民館）

原則毎月第２または第３土曜日
（12/21・１/18・２/８・３/８）

午後１時～午後４時
10/12
（午前10時～午後４時）

担当　中山
0297－48－5349

や 八千代町 中央公民館　会議室Ａ ３/８ 午前10時～午後１時 八千代町役場　総務課
0296－48－1111

※最新の情報は行政書士会HPでご確認下さい。

　【季のきらめき】をご覧いただき誠にあ
りがとうございます。
　本誌は行政書士という資格者について
読者の皆様が理解しやすいようにと作成
されておりますが、もう少し詳しく説明
させていただきます。
　我々行政書士は、非常に複雑・多岐に
わたる行政手続きの専門家として書類の
作成やその相談等の業務を日々行ってお
ります。
　近年多発する自然災害発生時には被災
自治体の要請により被災者支援として困

りごと相談所の開設などの社会貢献事業にも積極的に取り組んでおります。
　行政書士をはじめとする士業制度は、市民生活を円滑に送るためになく
てはならないものであります。
　特にコロナ後の急速な行政のデジタル化に対応する資格者として存在す
ることが我々行政書士に求められております。
　現在茨城県内には1,200名を越える会員が在籍しており、また県内ほぼ
すべての市町村を網羅しております。
　困ったときには「そうだ、行政書士に相談しよう！」と思い出してくだ
さい。
　必ずやご期待にお応えいたします。

茨 城 県 行 政 書 士 会
会  長　古川　正美

「身近な街の法律家」・行政書士

年２回発行

印刷所　株式会社高野高速印刷

ご感想をお寄せ下さい
E-mail : info@ibaraki-gyosei.or.jp
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